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はじめに
　わが国は急速に高齢化が進展しているが、中小企業の経営者も例外では
ない。中小企業庁によれば、2025年（令和 7年）頃までに平均引退年齢で
ある70歳を超える中小企業・小規模事業者の経営者は約245万人に達する
見込みで、そのうち約半数の127万人が後継者未定であるとされている。
また、こうした現状を放置すれば、中小企業の廃業が急増し、約650万人
の雇用と約22兆円のGDPが失われる可能性があるとされている。
　人口減少社会が到来し、経済の縮小が懸念されるなかで、わが国の雇用
の約 7割を支えている中小企業の廃業が増加すれば、経済全体に対する影
響は図りしれないものになると考えられる
（１）
。このような事態を可能な限り
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おわりに
（ 1）　事業承継税制について、首藤重幸「相続税改革の動向」税研168号（日本税務
研究センター、2013）45頁は、「中小企業が有する日本社会にとっての（大企業と
356　　早法 95 巻 3 号（2020）
回避するためには、中小企業の永続性に資する法制度が必要になる。いわ
ゆる「事業承継問題」に対処するための法整備である。
　こうした状況を背景として、かねてから経営者の交代に伴って生じる相
続税・贈与税の負担を軽減し、事業承継の円滑化に資する税制として「事
業承継税制」が検討され、さまざまな施策が講じられてきた。現行の税制
において、事業承継税制と称されている主なものは、次のとおりである。
　①　農地に対する相続税・贈与税の納税猶予制度（租税特別措置法70の
4 から70の 6 ）
　②　個人事業者に係る小規模宅地等の特例（同法69の 4 ）
　③　非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度（同法70条の 7
から70条の 7の 8）
　④　個人事業者の事業用資産に係る納税猶予制度（同法70の 7 の 8 から
70の 6 の10）
　これらについて、制度上の特徴を図式的に示すと次のようになる。
　・農地に対する税制→納税猶予方式
（２）
→事業承継者以外の者の相続税
も軽減
は異なる意味の）「一般的利益」としての性格（経済価値の創出や雇用の確保に占
める重要性、ストックされている高い技術力等）からして、相続の開始（オーナー
の死亡）による相続税負担の発生という突発的な事態により企業活動が不安定とな
り、さらには中断・廃止されることになれば、それは個人レベルでいえば相続税に
よって生存がおびやかされるという事態に類似するともいえる。個人への生存をお
びやかす相続税の課税が許されないのと同様に（自主的に事業を廃止して企業財産
を売却した利益に対して課税するのは問題ないとしても）事業継続の意思がありな
がら相続税負担の発生で、その継続が困難になる事態の発生も許されないものであ
ろう。」と述べている。
（ 2）　「納税猶予」は、その対象財産について時価ベースで評価し、納税義務者の税
額を確定させた後に、その税額の全部又は一部を文字どおり納税猶予するものであ
り、納期限の延長に類似する制度である。納税猶予期間中は、滞納ということはな
く、延滞税の問題も生じない。ただし、納期限の延長とは異なり、納税猶予の継続
要件が課される。このため、その要件を欠くこととなった場合には、その時点で納
税の期限が到来し、法定納期限からの利子税とともに納付する義務が生ずる。
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　・個人事業者に係る小規模宅地等の特例→課税価格減額方式
（３）
→事業
承継者以外の者の相続税も軽減
　・中小企業の非上場株式に係る納税猶予制度→納税猶予方式→事業
承継者についてのみ相続税を軽減
　・個人事業者の事業用資産に係る納税猶予制度→納税猶予方式→事
業承継者についてのみ相続税を軽減
　こうしてみると、農地に対する税制と非上場株式及び個人事業者の事業
用資産に係る税制は、いずれも納税猶予という方式を採用しながら、農地
に対する税制は事業承継者（農業後継者）以外の相続人等の相続税も軽減
するが、他の 2 つ税制は事業の承継者のみに恩恵が及ぶという差異があ
る。
　また、農地に対する税制と小規模宅地等の特例を比較すれば、事業承継
者以外の相続人等の相続税を軽減するという点では同じであるが、一方は
納税猶予方式、他方は課税価格からの減額方式によっているという差異が
ある。
　このように、事業承継税制という同じ括りのなかで制度の仕組みが統一
されていないのが現状である。このため、事業の種類や承継する資産によ
って税負担に差異が生じ、税制の中立性が損なわれていると考えられる。
　以上の問題意識の下に、まず現行の相続税の課税方式の問題点を確認し
た上で、これまでの事業承継税制の経緯を振り返りながら、その概要を紹
介し、制度上の問題点を考察しておくこととする。
（ 3）　「課税価格の減額」は、その対象財産についていったん時価で評価するが、一
定の要件の下に、その価額から一定の減額をして相続税の課税額とするものであ
る。このため、相続税の申告税額そのものが減少する。わが国の相続税制は、各相
続人等の課税価格の合計額（遺産総額）をもとに税額の計算をする「法定相続分課
税方式」によっているため、特定の相続人の課税価格が減少すれば、課税価格の合
計額も減少し、納税義務者の全員について納付税額の軽減効果が生じることにな
る。
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Ⅰ　現行の相続税の課税方式の問題点
1．法定相続分課税方式による税額計算
　相続税の課税方式には、被相続人の遺産額を課税標準とする「遺産課税
方式」と相続人の取得した遺産額を課税標準とする「遺産取得課税方式」
の 2類型がある
（４）
。
　わが国の相続税法は、相続又は遺贈により取得した財産に対して相続税
を課税することとしており（相続税法 1の 3 、11）、遺産取得課税方式をベ
ースとしている。ただし、税額の計算に当たっては、各相続人の課税価格
の合計額（遺産総額）を基としているため、遺産課税方式の考え方が組み
込まれており、 2類型の課税方式を折衷したものとなっている。この点を
簡単な例で確認すると、以下のとおりである。
ケース 1
相続人A 相続人B 合　計
取得相続財産価額 2億円 1億円 3億円
ケース 2
相続人C 相続人D 合　計
取得相続財産価額 4億円 1億円 5億円
　なお、いずれのケースも法定相続人は 2人であり、相続税の基礎控除額
は、
　　　3,000万円＋600万円× 2人＝4,200万円
となる。また、いずれの場合も各相続人の法定相続分は、 2 分の 1 であ
る。
　この場合の相続税額を計算すると、次のようになる。
（ 4）　諸外国の例をみると、アメリカ、イギリスは遺産課税方式を採用し、ドイツ、
フランスは遺産取得課税方式によっている。わが国のように両者を折衷した法定相
続分課税方式によっている例はない。
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ケース 1 ケース 2
課税遺産額 3 億円（遺産総額）−4,200万円（基
礎控除額）＝ 2億5,800万円
5 億円（遺産総額）−4,200万円（基
礎控除額）＝ 4億5,800万円
法定相続分による
配分額
相続人A…2 億5,800万円× 1 / 2
＝ 1 億2,900万円
相続人B…2 億5,800万円× 1 / 2
＝ 1 億2,900万円
相続人C…4 億5,800万円× 1 / 2
＝ 2 億2,900万円
相続人D…4 億5,800万円× 1 / 2
＝ 2 億2,900万円
税率適用金額 1 億2,900万円×40％−1,700万円＝
3,460万円
2 億2,900万円×45％−2,700万円＝
7,605万円
相続税の総額 3,460万円× 2人＝6,920万円 7,605万円× 2人＝ 1億5,210万円
各相続人の納付税
額（取得財産価額
による按分）
相続人A…6,920万円× 2 億円 / 3
億円≒4,613万円
相続人B…6,920万円× 1 億円 / 3
億円≒2,307万円
相続人C…1 億5,210万円× 4 億円
/ 5 億円＝ 1億2,168万円
相続人D…1 億5,210万円× 1 億円
/ 5 億円＝3,042万円
2 ．現行の課税方式の問題点
　現行の法定相続分課税方式については、かねてから次のような問題点が
あることが指摘されている
（５）
。
　①　個々の相続人の取得財産価額が同額であっても、遺産総額や法定相
続人の数によって負担税額が異なり、いわゆる水平的公平が損なわれ
ている。
　②　共同相続人の一人の申告漏れがあった場合に、その申告漏れ財産を
取得しなかった相続人にも追徴税額が生じる。
　このうち①について、上記 1 の計算例でいえば、ケース 1 の相続人 B
の取得財産価額とケース 2 の相続人Dの取得財産価額は、ともに 1 億円
で同額であるが、その負担税額は、Bが2,307万円であるのに対し、Dが
（ 5）　この点については、三木義一「相続税の基本原理の法的再検討」租税法研究23
号（有斐閣、1995） 1 頁、同「相続・贈与税改革の論点」税研102号（日本税務研
究センター、2003）29頁、拙稿「相続税の問題点と改革の方向」税研93号（日本税
務研究センター、2001）12頁、日本税理士会連合会税制審議会「高齢化社会におけ
る所得課税と資産課税のあり方について」（平成14年12月16日、平成14年度の諮問
に対する答申） 6頁等を参照。
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3,042万円という差異があるということである。税目を問わず、その者の
担税力に応じて負担を求めるのが原則であり、公平な課税を実現するため
には、同一の担税力を有する者には同一の負担が課せられなければならな
い。現行の相続税制では、このような税制の原理原則が実現していないと
いってよい。
　なお、法定相続分課税方式の導入の契機となった「相続税制度改正に関
する税制特別調査会答申」（昭和32年12月、税制特別調査会）は、次のよう
に述べており、同方式が税制の理論ではなく、課税当局の執行上の都合か
ら導入されたことは明らかである。
「相続税の課税体系の問題としては、それが理論的に満足しうるような合
理的なものであっても、適正な執行が困難視されるようなものは避けるべ
きであり、むしろ理論的にある程度不満とする点があっても、税制の上に
おいても、また、執行の上においても公正な負担が実現できるものが望ま
しい。この意味において、相続税の課税体系においては、各相続人が相続
により取得した財産を標準として課税する制度をとりながらも、相続税の
総額は、遺産の総額と相続人の数とにより決定できるような建前をとるこ
とが適当である。」
Ⅱ　事業承継税制の経緯
1．農地に対する相続税・贈与税の特例制度の導入
（ 1 ）贈与税の特例制度の創設〜昭和39年改正
　まず、前記の各税制について、その概要と経緯を簡単にみておきたい。
農地に対する課税の特例制度は、いわゆる事業承継税制ではないという指
摘もあるが
（６）
、事業承継税制の一環をなすものと考えられる。農地を一括贈
（ 6）　農地に対する特例制度の趣旨について、武田昌輔監修『DHCコンメンタール
相続税法（第 3 巻）』（第一法規、2008）4134頁は、「農業基本法の趣旨とする農業
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与した場合の贈与税の特例として、昭和39年の税制改正時に創設されてい
る。
　当初の制度は、現行の納税猶予ではなく、贈与者の死亡時まで贈与税の
納期限を延長する特例であった。実質的には納税猶予と変わらない制度で
あったが、納期限の延長という措置であったため、現行制度と異なり、初
めから利子税の問題が生じる余地はなく、この点では現行制度とは異なる
ものであった。また、贈与税の免除措置はなく、農地等の贈与者が死亡し
た場合の相続税の課税に当たっては、贈与を受けた農地等を相続又は遺贈
により取得したものとみなして相続税額を算出し、その相続税額から納期
限が延長されていた贈与税額を控除して納付すべき相続税額を計算するこ
ととされていた。
　当初の制度上の問題点は、贈与者が受贈者より先に死亡することを前提
としていたため、受贈者が贈与者より先に死亡した場合には、相続税額か
ら贈与税額を控除するという調整規定が働かなかったことにある。このた
め、受贈者の死亡時点で納期限の延長を受けていた贈与税を納付しなけれ
ばならず、その負担は相続税に比して相当に過重なものであった。これを
是正したのが昭和41年改正で、受贈者が贈与者より先に死亡した場合に
は、納期限の延長を受けていた贈与税を免除する措置が講じられている。
（ 2 ）相続税の納税猶予制度の創設〜昭和50年改正
　その後、農地に対する特例制度が大きく変わったのは、昭和50年の税制
改正時であり、相続税の納税猶予制度が創設されたことに伴い、贈与税に
経営の近代化に資するため、均分相続等による農地の細分化防止と、農業後継者の
育成を税制の面から助成することをねらいとして設けられたものである」とし、一
種の事業承継税制であると解しているようであるが、北野弘久ほか編『争点相続税
法』（勁草書房、1995）285頁は、「全面的に農業基本法の趣旨に対処するために設
けられたものでなく、農地を時価評価（宅地評価）したのでは、農業を継続してい
く者にとって不当に高い評価になるので、相続税の時価課税主義の弊害を回避する
視点から創設された制度」であるとし、事業承継税制とは異質の制度であるとして
いる。
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ついても納税猶予制度に改組されている。この時点で現行制度（その概要
は【表 1】）の枠組みが形成されたことになる。
　相続税の納税猶予制度では、農地等について「農業投資価格」が設定さ
れ、農地等の価額（通常の相続税評価額）のうち農業投資価格を超える部
分に対応する相続税額を納税猶予税額とする（換言すれば、農業投資価格に
対応する相続税額を納付税額とする）としたことが特徴である。
　農業投資価格とは、「その所在する地域において恒久的に耕作又は養畜
の用に供されるべき農地若しくは採草放牧地又は農地若しくは採草放牧地
に開発されるべき土地として自由な取引が行われるものとした場合におけ
るその取引において通常成立すると認められる価格として当該地域の所轄
国税局長が決定した価格をいう。」（租税特別措置法70の 6 ②）とし、国税
局長は、農業投資価格を決定する場合には、土地評価審議会の意見を聴か
なければならないものとされている（同③）。農業投資価格とは、要する
に、宅地に転用した場合の期待値上がり益を排除した、農地の収益還元的
な価額をいうものと考えられる
（７）
。
　この制度について、実務に影響を及ぼしたのは平成 3年度の改正で、三
大都市圏の特定市街化区域農地等が納税猶予制度の対象から除外されてい
る。また、平成21年度の改正では、三大都市圏以外の市街化区域農地等に
ついてのみ「20年営農」による免除措置が適用されることとなった。こ
のため、現行制度上は「20年営農」により免除されるケースは極めて限
定され、農地の納税猶予を継続するためには事実上「終生営農」が求めら
（ 7）　現行の農業投資価格は、田、畑及び採草放牧地に区分し、各国税局ごとに定め
られている（たとえば、東京都の令和元年分は、10アール当たり、田90万円、畑84
万円、採草放牧地51万円である）。農業投資価格について、高沢修一『事業承継の
会計と税務』（森山書店、2008）86頁は、「農業投資価格と称するのであれば、投資
額に対応した利潤還元額を明確にするため農業生産性を反映した形にすべきであ
る。つまり、農業投資価格の算定においては、評価土地が産み出す収穫高から生産
費等の必要経費を控除した純利益（粗利益）を、一定の還元利回り（農林水産省使
用利子率）によって控除することにより資本還元額を算定し収穫価格を決定すべき
である」とし、現行の農業投資価格が収益還元価額でないことを批判している。
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【表 1 】農地の納税猶予制度の概要
農地に係る贈与税の納税猶予制度 農地に係る相続税の納税猶予制度
被承継者（贈
与者・被相続
人）の要件
○　贈与の日まで引き続き 3年以上農
業を営んでいた個人
○　死亡の日まで農業を営んでいた個
人
○　生前一括贈与（農地等について贈
与税の納税猶予の適用を受ける贈
与）をした個人
承継者（受贈
者・相続人）
の要件
○　贈与者の推定相続人の 1人で、18
歳以上であり、かつ、引き続き 3年
以上農業に従事していた個人で、贈
与後、速やかに農業経営を行うと認
められる者
○　特例農地等を申告期限内に分割に
より取得し、申告期限までに農業経
営を開始した個人
○　生前一括贈与（農地等について贈
与税の納税猶予の適用を受ける贈
与）を受けた個人
特例農地等の
範囲
○　特定市街化区域農地等以外の農地
の全部
○　特定市街化区域農地等以外の採草
放牧地の 3分の 2以上
○　準農地の 3分の 2以上
○　特定市街化区域農地等以外の農地
○　特定市街化区域農地等以外の採草
放牧地
○　準農地
納税猶予税額 ○　特例農地等の価額に対応する贈与
税額
○　特例農地等の価額のうち農業投資
価格を超える部分に対応する相続税額
猶予税額の全
額納付
○　特例農地等の面積の20％超を任意に譲渡、贈与、転用、権利の設定をした
場合
○　農業経営を廃止した場合
○　納税猶予の適用を任意に取りやめた場合
○　納税猶予の継続届出書を期限までに提出しなかった場合
○　増担保命令に応じなかった場合など
猶予税額の一
部納付
○　特例農地等の面積の20％以下を任意に譲渡、贈与、転用、権利の設定をし
た場合
○　特例農地等について収用等があった場合
○　申告期限から10年以内に、準農地を農地又は採草放牧地として農業の用に
供さなかった場合
○　都市営農農地につき生産緑地法の規定により買取りの申出があった場合
○　三大都市圏の特定市の農地等で、市街化区域になかったものが市街化区域
内に線引きされた場合など
納税猶予税額
の免除
○　贈与者が死亡した場合（特例適用
農地等は、受贈者が贈与者から相続
等により取得したものとみなされ、
相続税課税）
○　受贈者が死亡した場合（通常どお
りの相続税課税）
○　農業相続人が死亡した場合
○　申告期限から20年経過した場合
（三大都市圏以外の市街化区域農地
等のみ。他の農地等は終生営農）
○　農業相続人が農地等の生前一括贈
与をした場合（受贈者が贈与税の納
税猶予の適用を受ける場合）
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れることとなった。
2．非上場株式の評価方法の見直し
（ 1 ）非上場株式の評価の概要
　中小企業の事業承継税制は、非上場株式の評価の問題と密接に関連して
いる。現行の非上場株式の価額は、「類似業種比準方式」と「純資産価額
方式」によって評価するのが原則である。
　このうち、「類似業種比準方式」は、上場類似会社の株価を基に、配当、
利益、簿価純資産の 3要素を比準して評価する方法であり、次の算式で株
価を計算することとされている（財産評価基本通達180）。その仕組みから
みると、評価会社の収益力が反映される評価方法である。
　　A× ×0.7（中会社は0.6、小会社は0.5）
　　　A＝上場類似業種の株価
　　　B、C、D＝上場類似業種の配当、利益、簿価純資産
　　　Ⓑ、Ⓒ、Ⓓ＝評価会社の配当、利益、簿価純資産
　一方の「純資産価額方式」は、相続税評価額ベースによる総資産価額と
負債の合計額との差額（相続税評価額ベースによる純資産価額）を基とし、
資産の相続税評価額と帳簿価額との差額（評価差額）に対する法人税等相
当額（税率37％で計算）を控除して株価を算定する方法をいう（同通達
185）。算式で示せば、次のようになるが、この評価方法は、純資産のみに
着目しているため、評価会社の収益性は反映されず、欠損会社であっても
資産内容によっては高額な株価になることがある。
　　
Ⓑ
B
＋
Ⓒ
C
＋
Ⓓ
D
3
総資産価額（相続税評価額）−負債の合計額−評価差額に対する法人税等相当額
発行済株式数
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（ 2 ）事業承継税制の検討と非上場株式の評価方法の見直し〜昭和58年
改正
　事業承継税制という用語が広く認知されるようになったのは、昭和58年
前後であると思われるが、同年はまさに「事業承継の年」であった。中小
企業団体等の要望を受けて通商産業省（現経済産業省）・中小企業庁は、昭
和55年10月に「中小企業承継税制問題研究会」を発足させ、事業承継税制
のあり方について検討を行った。
　その成果は、「中小企業事業承継税制に関する報告書」（昭和56年 3 月）
に取りまとめられ、その内容をベースに自由民主党及び政府税制調査会の
検討を経て
（８）
、昭和58年の税制改正において、非上場株式の評価方法の抜本
的な見直しと、いわゆる小規模宅地等の特例の立法化が実現した。
　このうち、非上場株式の評価に関する主たる改正は次の 2点であるが、
とりわけ小会社の株式評価に収益要素として類似業種比準価額が取り込ま
れたことは意義深いものであったと思われる。
　①　小会社の株式について、純資産価額方式と類似業種比準方式との併
用方式（併用の割合0.5）により評価できることとする。
　②　類似業種比準方式について、類似業種の採り方を弾力化する（大分
（ 8）　昭和57年 6 月に政府税制調査会の下に置かれた「中小企業株式評価問題小委員
会」の検討結果に基づき、同調査会の「昭和58年度税制改正答申」（昭和57年12月
23日）は、次のように述べている。
　　「相続税については、最近、中小企業の事業の円滑な承継の観点から、各種の議
論が行われているが、中小企業経営者の相続税の実態等からみても過度の負担を求
めているとは認められず、税制上特別の措置を講ずることは適当ではない。ただ、
小規模な会社の株式は、現在、いわゆる純資産価額方式のみにより評価されている
ことから、株式価格の形成要素の一つである収益性についても評価上配慮する余地
があるのではないかとする意見があること、大・中規模の会社の株式に適用される
いわゆる類似業種比準方式においては既に収益性が織り込まれていること等に留意
すれば、現行の株式評価体系の枠組みの中で収益性を加味することが適当である。
また、いわゆる類似業種比準方式についても類似業種のとり方等の合理化を図るべ
きである。株式評価について改善合理化を図ることとの関連で、個人が事業の用又
は居住の用に供する小規模宅地についても所要の措置を講ずることが適当である。」
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類、中分類、小分類間の選択を可能とする）とともに、類似業種の株価
として前年の平均株価を選択できる（改正前は、課税時期の属する月を
含め前 3か月の平均株価から選択）こととする。
　なお、上記の「中小企業事業承継税制に関する報告書」では、株式の評
価方法として、評価会社の税引後利益の 2分の 1相当額を資本還元して株
価を算定する「収益還元方式」を提言し、中小企業庁もその旨の改正要望
を行ったが、次のような問題があるとして採用されていない
（９）
。
　①　基本的な評価要素である収益が税引後利益の 2分の 1とされている
が、その合理的理由に乏しく、また、役員報酬等を通ずる収益の調整
の可能性を考慮すれば、評価上不公平を招くおそれが強いこと。
　②　収益と並んで基本的な評価要素である資本還元率をどのように設定
すればよいか、その客観的、理論的な算定方法が見出しがたいこと。
　③　欠損会社の株式は、資産保有高の大小にかかわらず収益還元価値が
零となること。
3．小規模宅地等の特例の導入
（ 1 ）特例措置の創設〜昭和58年改正
　小規模宅地等の特例は、一定の要件を満たす事業用宅地等（400㎡まで）
や居住用宅地等（330㎡まで）について、その評価額から80％（貸付事業用
宅地等は200㎡まで50％）の減額を認める特例である（租税特別措置法69の
4 ）。
　この特例は、宅地等に対する「課税価格の計算の特例」であるが、当初
（ 9）　北村厚編『財産評価基本通達逐条解説』（大蔵財務協会、2018）596頁。なお、
「中小企業事業承継税制に関する報告書」（昭和56年 3 月）で提言されている収益還
元方式は、次のようなものである。
　　
株式の評価額＝
　
収益還元価額＝
〔純資産価額×（ 1− L）＋類似業種比準価額× L〕＋収益還元価額
2
前 3年間の税引後平均所得× 1 / 2
8 ％（資本還元率）
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は事業用宅地又は居住用宅地の「評価」に関する特例的な取扱いであった
（昭和50年 6 月20日付直資 5−17「事業又は居住の用に供されていた宅地の評価
について」通達）
（10）
。
　この取扱いが昭和58年の税制改正において租税特別措置法として立法化
されたことは前述したとおりであるが、通達を法律に格上げした理由は必
ずしも明らかではない。当時の立法担当者は、「最近における地価の動向
にも鑑み、個人事業者等の事業の用又は居住の用に供する小規模宅地の処
分についての制約面に一層配慮し、特に事業用土地については、事業が雇
用の場であるとともに取引先等と密接に関連している等事業主以外の多く
の者の社会的基盤として居住用土地にはない制約を受ける面があること等
に顧み、従来の通達による取扱いを発展的に吸収して相続税の課税上特別
の配慮を加えることとし、以下に述べる小規模宅地等についての相続税の
課税価格の計算の特例として法定することとされました。」
（11）
と説明するの
みである。財産の「評価」に関する特別の取扱いから、「課税価格の計算」
に関する特例に変質したために法制化することが適用と考えられたという
見方もできる。
（ 2 ）特例における減額割合の変遷
　この特例における減額割合と適用面積の改正の経緯をみると、【表 2】
のとおりである。地価の高騰とともに大幅に引き上げられた減額割合につ
いて、地価の鎮静化後も高止まりしていることへの批判がある
（12）
。一方で、
（10）　取扱いの「趣旨」について、同通達は、「事業又は居住の用に供されていた宅
地のうち最小限必要な部分については、相続人等の生活基盤維持のため欠くことの
できないものであって、その処分について相当の制約を受けるのが通常である。こ
のような処分に制約のある財産について通常の取引価格を基とする評価額をそのま
ま適用することは、必ずしも実情に合致しない向きがあるので、これについて評価
上、所要のしんしゃくを加えることとしたものである」としている。
（11）　『改正税法のすべて（昭和58年）』177頁
（12）　たとえば、政府税制調査会答申「あるべき税制の構築に向けた基本方針」（平
成14年 6 月14日）は、「小規模宅地等の課税の特例をはじめとした事業承継関連の
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【表 2 】小規模宅地等の減額割合と適用限度面積
事業用宅地等 居住用宅地等
減額割合 限度面積 減額割合 限度面積
昭和50年 20％ 200㎡ 20％ 200㎡
昭和58年 40％ 200㎡ 30％ 200㎡
昭和63年 60％ 200㎡ 50％ 200㎡
平成 4年 70％ 200㎡ 60％ 200㎡
平成 6年 特定事業用 80％
国営事業用 80％
特定同族会社事業用 80％
その他の事業用 50％
200㎡
200㎡
200㎡
200㎡
特定居住用 80％
その他の居住用 50％
200㎡
200㎡
平成11年 特定事業用 80％
国営事業用 80％
特定同族会社事業用 80％
その他の事業用 50％
330㎡
330㎡
330㎡
200㎡
特定居住用 80％
その他の居住用 50％
200㎡
200㎡
平成13年 特定事業用 80％
国営事業用 80％
特定同族会社事業用 80％
その他の事業用 50％
400㎡
400㎡
400㎡
200㎡
特定居住用 80％
その他の居住用 50％
240㎡
200㎡
平成22年 特定事業用 80％
特定同族会社事業用 80％
貸付事業用 50％
400㎡
400㎡
200㎡
特定居住用 80％ 240㎡
平成27年 特定事業用 80％
特定同族会社事業用 80％
貸付事業用 50％
400㎡
400㎡
200㎡
特定居住用 80％ 330㎡
（注 1）昭和58年の特例では、宅地の一部が事業用、一部が居住用という場合の事業用部分は40％の減額割
合であるが、居住用部分の減額割合は20％であった。
（注 2）昭和63年の改正より、事業と称するに至らない不動産の貸付けの用に供されていた宅地等について
は特例を適用しないこととされた。
（注 3）平成 6年の改正により、未分割である宅地等には特例が適用されないこととなった。また、同年の
改正により、事業と称するに至らない不動産の貸付けの用に供されていた宅地等について特例の適用がで
きることとされた。
（注 4）平成22年の改正により、相続人が相続税の申告期限まで事業又は居住を継続しない宅地等（表中の
「その他の事業用」及び「その他の居住用」）が適用対象から除外された。また、一定の要件を満たす貸付
事業用宅地等が特例の対象に加えられた。
特例措置については、長期にわたる地価の低下等を踏まえ、将来的には事業用資産
全体に適用される特例措置への改組も含め、そのあり方について検討する必要があ
る。」として、制度の存在自体に懐疑的である。
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事業又は居住に必要最低限の部分は非課税にすべきであるという意見もあ
る
（13）
。
Ⅲ　平成21年事業承継税制の背景
1．事業承継協議会における検討
　平成21年の事業承継税制の見直しは、実務への影響という面では昭和58
年度の税制改正以来のものということができる。その端緒は、平成17年10
月に中小企業庁、士業団体、中小企業関係団体等により設立された「事業
承継協議会」（事務局：独立行政法人中小企業基盤整備機構）における検討で
ある。
　その背景には、中小企業の実態として、起業数より廃業数が上回るこ
と、年間に廃業する約20万社のうち約 7万社が後継者問題に基因している
こと、そのためにおよそ20万人から35万人の雇用が失われていること、な
どがある。また、これまでの事業承継に対する税制措置は、概して相続税
の負担を軽減すること、とりわけ非上場株式の評価の見直しが中心であっ
たため、体系的な事業承継税制が確立されていないという問題意識も含ま
れている。この点は前述した昭和58年の税制改正当時の「中小企業承継税
制問題研究会」の認識とほぼ同様である
（14）
。
　事業承継協議会には、複数の委員会が設置されたが
（15）
、平成19年 2 月に設
（13）　たとえば、日本税理士会連合会「平成13年度の税制改正に関する建議書」（平
成12年 9 月21日）19頁は、生活権の保障の観点から、一定規模以下の居住用宅地等
を非課税とすることを要望している。
（14）　中小企業承継税制問題研究会の「中小企業事業承継税制に関する報告書」（昭
和56年 3 月）は、所得税の補完機能と富の再分配機能を有する相続税の理念は、
「ゴーイング・コンサーンといわれるごとく永続性をもって事業経営を行わなけれ
ばならない個人事業の事業用財産に対する課税理念としては、きわめて妥当性を欠
くものといえよう。」と述べている。
（15）　事業承継協議会には、「事業承継ガイドライン検討委員会」、「事業承継関連相
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置された「事業承継税制検討委員会」において、中小企業経営者の相続税
負担の実態調査と海外における事業承継税制の動向を踏まえ、具体的な検
討が行われ、同委員会の「中間報告」（平成19年 6 月）で提言がなされてい
る。
　その骨子は、①事業用資産の移転に係る税制措置、②非上場株式の評
価、③納税の円滑化、である。このうち提言の中核をなす①については、
課税価格からの減額方式と納税猶予方式が検討されているが、「中間報告」
が配意しているのは、いわゆる「事業継続要件」とその期間のあり方であ
る。これは、【表 3】のように海外の事業承継税制の多くが一定期間の事
業継続を要件としていること、また、現行の小規模宅地等の特例における
事業継続期間が相続税の申告期限までとされていることに対する批判を意
識したものと推測される。
　いずれにしても、経済産業省・中小企業庁は、この「中間報告」をベー
スとして平成19年 8 月に平成20年度の税制改正要望を行い、営業権の評価
方法の見直しなど、その一部が平成20年 3 月の財産評価基本通達の改正に
反映されている。
　なお、「中間報告」では、類似業種比準方式における斟酌率の見直しや
株価算定の基礎とされた標本会社の公表を要望し、純資産価額方式につい
て退職給与引当金などを負債に計上して評価すべきことを提言したが、い
ずれも実現していない。
続法制検討委員会」及び「事業承継関連会社法制等検討委員会」が設置され、平成
18年 6 月に、「事業承継ガイドライン」、「事業承継関連相続法制検討委員会・中間
報告」及び「事業承継関連会社法制等検討委員会・中間報告」が公表されている。
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【表 3 】各国の事業承継税制の概要
事業用資産の相続税減額
割合
承継者の事業継続要件 継続要件の証明
フランス ○一律75％軽減 ○相続後 6 年間の継続
保有
○相続後 5年間以上の事
業継続
○事前に被相続人が34％以上
（非上場株）かつ 2 年以上
の株式保有契約を他の株主
と締結し税務当局に提出
○相続時に相続人の事業継続
の届出の写し及び会社の証
明書を税務当局に提出
○毎年、事業従事の届出書を
税務当局に提出
ドイツ ○一律35％控除（22.5万
ユーロ控除）
○相続後 5年間の継続保
有
○要件を満たさなくなった場
合に税務署に申告
イギリス ○非上場会社株式や個人
事業主の事業用土地：
100％軽減
○会社が事業の用に用い
ている個人所有の土
地・建物・機械設備：
50％軽減
○継続保有、事業継続と
もになし
○相続前の継続状況について
税務署の質問状及び税務調
査による確認
アメリカ ○一律130万ドルまで非
課税
※遺産税本体の基礎控除
の引き上げにより、
2004年以降実質減税
効果なし（2007時点の
基礎控除200万ドル）
○相続後10年間のうち、
連続 8年中の 5年以上
の事業従事
 （「事業承継税制検討委員会・中間報告」より）
2 ．経営承継円滑化法の制定
　中小企業の経営者の相続税等を軽減する事業承継税制の拡充について
は、実務家サイドからの要望が強い事項であったが、財政・税制当局を中
心として、かねてから消極論や反対論も根強くあった
（16）
。税収減になるとい
（16）　たとえば、森信茂樹『日本の税制グローバル時代の「公平」と「活力」』
（PHP出版、2001）149頁は、「『息子』への事業の承継つまり『事業者』の承継に
税制優遇する社会的意義は少ない。一方では、親の財産を一切あてにできない事業
意欲のある若者が大勢存在しており、彼らの新規事業への参入という観点からは、
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う財政の現実的理由と、事業経営者のみ税を軽減することの社会的意義が
希薄であるという理由からであろう。
　こうした抵抗や反対があるにもかかわらず、平成21年度の税制改正にお
いて事業承継税制が導入されたのは、平成20年 5 月 9 日に成立した「中小
企業における経営の承継の円滑化に関する法律」（経営承継円滑化法）によ
るところが大きい。同法は、税法の直接的な所管省庁ではない経済産業省
（中小企業庁）の所掌である。その法文を表面的にみれば、民法の遺留分に
関する特例と事業承継に際しての金融支援措置の 2つを法制化したもので
あり、税制に関しては、金融支援措置の条項に関連させて制度の概要を規
定しているのみである。
　この点は、税制を所管する財務省との軋轢を考慮したものという穿った
見方もできなくはないが、経営承継円滑化法が先行的に成立し、施行され
このような相続税の優遇措置は、阻害要因となっている」としている。
　　また、政府税制調査会「平成14年度の税制改正に関する答申」（平成13年12月）
は、次のように述べている。
　　「中小企業の事業承継について更なる配慮が必要ではないかとの意見があるが、
これについては、相続税の税率構造や課税ベースなど、幅広い見直しとの関連で検
討していかなければならない。既存の優遇措置は、事業の円滑な承継を通じて中小
企業の活性化につながる点は認められるが、次のような問題点も存在する。
　①　自ら起業する者と事業を承継する者との機会の均等
　②　次世代の経営能力の如何を問わず事業資産が移転され、資源配分の効率性を損
なうこと
　③　事業用資産を持たない給与所得者の相続税負担とのバランス
　　したがって、公平性や構造改革の観点、「すべての財産を公平に課税する」とい
う基本原則に照らし、吟味していく必要がある。このことに関連し、農地の納税猶
予制度と同様の措置を事業承継一般にも拡大すべきとの意見があるが、これについ
ては、次のような問題点を指摘したい。
　①　納税猶予制度は、農地に係る財産権が法律上厳しく規制されていることなどを
踏まえた異例の措置であり、そのあり方について検討が必要であること
　②　事業の「承継」、「継続」を客観的に把握することは困難であるなど、税制とし
て仕組みにくいこと
　③　事業の承継を要件とすると自由な事業転換の妨げになり、産業構造の改革を阻
害するおそれがあること」
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たことが事業承継税制の創設に繋がったことは事実である。ただ、異なる
2つの省庁が関与したために法制度が煩雑になり、後述するような問題点
を含んだ税制になったという見方もできる。
3．平成20年度税制改正と相続税の課税方式の見直し論
　上記のような経緯により成立した平成21年度の税制改正であるが、その
前年の平成20年度の税制改正時において、翌年に実現する事業承継税制
の適否の判断に関わる 2つ重要な論点が提示された。その 1は、相続税の
課税方式をいわゆる遺産取得課税に改正する方向が示されたこと、その 2
は、非上場株式に係る相続税の納税猶予制度の導入について具体的な納税
猶予税額の計算方法が決定されたことである。
　この点についての「平成20年度税制改正の要綱」は、「事業承継税制の
抜本的見直しについては、中小企業の経営の承継の円滑化に関する法律
（仮称）の制定を踏まえ、平成21年度税制改正において、以下を骨子とす
る事業の後継者を対象とした『取引相場のない株式等に係る相続税の納税
猶予制度』を創設する。……この新しい事業承継税制の制度化にあわせ
て、相続税の課税方式をいわゆる遺産取得課税方式に改めることを検討す
る。」とし、相続税の納税猶予制度における猶予税額については、「納税猶
予の対象となる株式等のみを相続するとした場合の相続税額から、その株
式等の金額の20％に相当する金額の株式等のみを相続するとした場合の
相続税額を控除した額を猶予税額とする。」こととし、平成20年 1 月11日
に閣議決定されている。
　事業承継税制の導入を推進した経済産業省・中小企業庁の当初（平成19
年 8 月）の平成20年度の税制改正要望は、非上場株式について相続税の課
税上、80％減額を措置するというものであった。この場合の「80％減額」
は、現行の小規模宅地等の特例と同列に扱うという主旨である。
　しかしながら、新たな特例措置と相続税の課税方式との関係について問
題点が浮上した。現行の法定相続分課税方式の下で事業承継者の課税価格
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を大幅に減額すると、事業を承継しない他の相続人の相続税も軽減するこ
ととなり、事業承継税制の趣旨から逸脱してしまうという問題である。
　相続税の課税方式が、シャウプ勧告に基づく遺産取得課税から法定相続
分課税に変更されたのは昭和33年の税制改正時であったが、前述のとおり
法定相続分課税方式には、さまざまな問題があることが指摘されてきた。
上記の事業承継者以外の者の税も軽減するというのもその一つである。こ
のため、新たな事業承継税制の創設を機に、財産取得者ごとに課税計算を
行う遺産取得課税方式に変更することが企図されたのであるが、結果は特
定の業界圧力とそれを受け入れざるを得なかった政治の都合により、法定
相続分課税方式が維持されることになった
（17）
。
　問題は、現行の法定相続分課税方式を維持したまま、事業承継者につい
てのみ納税猶予の恩恵を与えるという遺産取得課税的な仕組みをもった新
制度を導入したことである。換言すれば、既存の農地の納税猶予及び小規
模宅地等の特例における事業承継者以外の相続人の相続税を軽減するとい
う弊害を除去しないままであったから、各制度間に不整合・不均衡が生じ
たのである。
　また、前記した「納税猶予の対象となる株式等のみを相続するとした場
合の相続税額から、その株式等の金額の20％に相当する金額の株式等の
みを相続するとした場合の相続税額を控除した額を猶予税額とする。」と
いう閣議決定事項は、もともと遺産取得課税方式を前提にしていたもので
あるが、課税方式を変更しないにもかかわらず、閣議決定事項に拘束され
たまま制度設計が行われたことも問題を増幅させた一因である
（18）
。
（17）　遺産取得課税方式の下では、遺産の分割方法によって税負担の増減が顕著にな
るところ、農家の相続では概して特定の相続人に財産が集中する傾向があり、その
者の相続税は、現行方式に比べ増額になる。このため、農業関係団体は、課税方式
の変更に強く反対した。また、当面していた選挙対策として「増税」を回避したい
与党の政治的な思惑もあって遺産取得課税方式の導入は見送りとなった。
（18）　非上場株式の納税猶予制度において、対象株式の「80％」に対応する相続税を
納税猶予することについては、「100％」猶予を認めるべきであるという意見があっ
た。このため、経営承継円滑化法の国会決議に際し、平成20年 4 月 9 日の衆議院経
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4 ．平成30年度税制改正と納税猶予制度の特例措置の導入
　平成21年度の税制改正で実現した非上場株式に係る相続税・贈与税の納
税猶予制度については、適用要件がタイトであること、相続税の場合には
特例対象株式の価額の80％に対応する税額が納税猶予となることから、
税制上のメリットが少ないというのが一般的な認識であり、制度そのもの
が広く普及するには至らなかった。
　こうした状況を危惧した経済産業省・中小企業庁は、経営承継円滑化法
の成立時の国会の付帯決議を踏まえ、改めて制度の見直しを要求した。そ
の結果、平成30年度の税制改正において、従前の制度とは別に、平成30年
1 月 1 日から令和 9年12月31日までの間の相続・贈与に限定した「特例措
置」としての事業承継税制を実現させた。見直し後の特例措置の概要は、
【表 4】のとおりである。
　この見直しが中小企業の事業承継にどのように資するかは現段階では定
かでないが、一定の前進が図られたと評価することはできる。
Ⅳ　非上場株式に係る納税猶予制度の問題点
1．非上場株式に係る納税猶予税額の計算方法
　非上場株式等に係る納税猶予制度において、贈与税の場合には、贈与を
受けた株式の全部が納税猶予対象株式であれば、贈与税の全額が納税猶予
になるため、贈与時に納付すべき税額はない（租税特別措置法70の 7 の 5 ②
済産業委員会は、「相続税の課税についての必要な措置のあり方については、中小
企業や本委員会での非上場株式に係る納税猶予割合を100％に引き上げるなどの要
望を踏まえつつ、新たに創設される納税猶予制度について、経営の承継が一層円滑
なものとなるよう引き続き検討を行うこと。」という附帯決議が行われている。ま
た、平成20年 5 月 8 日の参議院経済産業委員会においても同様の附帯決議がなさ
れている。
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【表 4 】非上場株式に係る納税猶予制度（特例措置）の概要
非上場株式の贈与税の納税猶予制度 非上場株式の相続税の納税猶予制度
適用期間 ○　平成30年 1 月 1 日から令和 9年12月31日までの間の株式の贈与、相続又は
遺贈に適用する。
被承継者（贈
与者・被相続
人）の要件
○　贈与の時前にその会社の代表権を
有していた者（贈与の時までに代表
者を退任すること）で、同族関係者
と合わせて50％超の議決権を有し、
かつ、同族関係者（後継者である受
贈者を除く）内で筆頭株主であった
こと。
○　相続開始前においてその会社の代
表権を有していた者で、相続開始の
直前において同族関係者と合わせて
50％超の議決権を有し、かつ、同族
関係者（後継者である相続人を除
く）内で筆頭株主であったこと。
承継者（受贈
者・相続人）
の要件
○　贈与の日まで 3 年以上にわたり、
その会社の役員であった者（贈与の
日において20歳以上の者に限る）
で、贈与の時において、その会社の
代表権を有すること。また、その同
族関係者と合わせて50％超の議決権
を有し、かつ、同族関係者内で筆頭
株主であること。
○　相続開始の日から 5か月を経過す
る日においてその会社の代表権を有
すること。また、相続開始の時にお
いて、その同族関係者と合わせて
50％超の議決権を有し、かつ、同族
関係者内で筆頭株主であること。
適用対象株式
の範囲
○　事業承継者が被承継者から贈与、相続又は遺贈により取得した適用対象株
式の全部
納税猶予税額 ○　贈与、相続又は遺贈により取得した適用対象株式に係る贈与税額又は相続
税額の全額
納税猶予税額
の全額納付
○　贈与税又は相続税の申告期限の翌日から 5 年間（事業継続期間）のうち
に、次の事由が生じた場合
・事業承継者がその会社の代表権を有しないこととなった場合
・事業承継者が納税猶予対象株式の全部又は一部を譲渡又は贈与をした場合
・その会社が解散をした場合
・その会社が資産保有型会社又は資産運用型会社に該当した場合など
納税猶予税額
の全額免除
○　贈与者の死亡の時以前に受贈者が
死亡した場合（納税猶予対象株式
は、受贈者が贈与者から相続又は遺
贈により取得したものとみなして、
相続税課税）
○　贈与者が死亡した場合
○　事業承継者（経営承継相続人等）
が死亡した場合
○　事業承継者（経営承継相続人等）
が納税猶予対象株式を「贈与税の納
税猶予制度」の適用を受けるために
贈与した場合
納税猶予税額
の一部免除
○　事業承継者が、その会社の株式の全部を同族関係者以外の 1人の者に一括
譲渡した場合
○　その会社について、破産手続開始の決定又は特別清算開始の命令があった
場合
○　その会社について、経営環境が変化した場合（その会社が 2年以上赤字と
なった場合など）
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八）。また、平成30年度の税制改正で見直された特例措置では、相続税に
ついても全ての特例対象株式の価額に対応する相続税が納税猶予されるこ
ととなった。ただし、相続の場合には、贈与と異なり、株式以外の財産も
相続により取得するのが通常である。このため、次の順で納税猶予税額を
計算することとされている（租税特別措置法70の 7 の 6②八）。
　①　相続又は遺贈により財産を取得した者の全員について、通常どおり
の税額計算を行う（納税猶予の適用を受ける事業承継者以外の者の税額
は、この計算により確定し、事業承継者の納税猶予の適用に影響されな
い）。
　②　納税猶予の適用を受ける事業承継者以外の者の取得財産価額は不変
とした上で、事業承継者が納税猶予対象株式のみを取得したものとし
て、その事業承継者の税額を計算する。
　③　②の税額を納税猶予税額とし、①の税額と②の税額の差額は事業承
継者が通常どおり納付する。
　この計算方法について、確認のために具体例で示すと、以下のようにな
る。
　〔設　例〕
　○　相続財産の総額…… 3億円
　○　相続人……子A（事業承継者）と子Bの2人（法定相続分は各 2分の1）
　○　遺産分割……子A　 1億5,000万円（うち1億円が納税猶予対象株式の価額）
　　　　　　　　　子B　 1億5,000万円
　＜計算＞
　①　相続税額の計算（通常の計算方法による）
　　・相続税の総額……6,920万円
　　・算出税額……子A　3,460万円　子B3,460万円
　　※　子Bの税額は、子Aの納税猶予の適用に関係なく確定する。
　②　子Aの納税猶予税額（事業承継者が納税猶予対象株式のみを取得した
ものとして計算する）
378　　早法 95 巻 3 号（2020）
　　・相続税の総額……4,920万円（子Aの取得財産を株式のみ 1 億円、子
Bの取得財産を 1億5,000万円、課税価格の合計額を 2億5,000万円として
計算）
　　・納税猶予税額……1,968万円（＝4,920万円× 1億円 / 2 億5,000万円）
　　　（子Aは、3,460万円−1,968万円＝1,492万円を通常どおり納付する）
　この計算結果をまとめると下表のようになるが、事業承継者である子
Aの相続税額（3,460万円）のうち納税猶予になる税額は1,968万円であり、
相続税額の約43％である。Aの取得した相続財産は 1億5,000万円であり、
そのうち 3分の 2に当たる 1億円が納税猶予対象株式であるが、納税猶予
税額は、3,460万円× 2 / 3 ＝2,306万円にはならず、それを下回る1,968万円
である。これは、上記のとおり、株式のみを抜き出して納税猶予税額の計
算を行っているため、その税額には超過累進税率の下積み部分が反映して
いるからである。
子A（事業承継者） 子　B 合　計
納税猶予対象株式 100,000,000円 100,000,000円
そ の 他 の 財 産 50,000,000円 150,000,000円 150,000,000円
課 税 価 格 150,000,000円 150,000,000円 300,000,000円
相 続 税 の 総 額 69,200,000円
相 続 税 額 34,600,000円 34,600,000円 69,200,000円
内訳
納 付 税 額 19,680,000円 34,600,000円 54,280,000円
猶 予 税 額 14,920,000円 14,920,000円
2 ．農地の納税猶予制度と非上場株式の納税猶予制度
　非上場株式に係る納税猶予税額の計算方法は上記のとおりであるが、農
地の場合の納税猶予税額の計算方法は、従前と何ら変わらない。したがっ
て、相続税の場合には、特例農地等の価額のうち農業投資価格を超える部
分に対応する相続税額が納税猶予される。非上場株式の場合と計算方法が
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異なるため、税負担の軽減効果も異なったものになることは当然である
が、次に 2つ制度を比較しておくこととする。
　上記 1 の〔設例〕と同一とし、両制度を比較対照するために、子Aが
取得した 1 億円の納税猶予対象株式を特例農地の価額（相続税評価額）に
置き換えることとする。この場合に、農地の農業投資価格が問題になる
が、相続税評価額に対する農業投資価格の水準は、せいぜい 3％ないし
5％程度であり、都市隣接農地の場合には 1％程度という例も少なくな
い。ここでは、とりあえず 5％相当額の500万円（ 1億円× 5％）と仮定し
ておく。
　農地に係る納税猶予税額は、次のような計算になる。
　①　相続税評価額ベースによる相続税の総額の計算
　　・課税価格の合計額…… 3億円
　　・相続税の総額……6,920万円
　②　農業投資価格ベースによる相続税の総額の計算
　　・課税価格の合計額…… 2 億500万円（子Aの課税価格は、農地500万
円とその他の財産5,000万円の合計5,500万円、子 Bの課税価格は 1 億
5,000万円）
　　・相続税の総額……3,490万円
　③　納税猶予税額（①と②の相続税の総額の差額）
　　　6,920万円−3,490万円＝3,430万円
　④　納付税額（農業投資価格ベースによる相続税の総額を基に計算すること
とされている）
　　・子A……3,490万円×5,500万円 / 2 億500万円≒936万円
　　・子B……3,490万円× 1億5,000万円 / 2 億500万円≒2,554万円
　この結果、相続人と財産価額が同一の事例でありながら、非上場株式の
場合と農地の場合では、事業承継者（子A）に対する納税猶予税額は、
1,938万円（＝3,430万円−1,492万円）、納付税額では、1,032万円（＝1,968万
円−936万円）という開差がそれぞれ生じることになる。さらに、問題視す
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べきは、事業を承継しない相続人（子 B）の負担税額である。上例の場
合、事業承継者が非上場株式の取得者であれば、非承継者の納付税額は
3,460万円、事業承継者が農業相続人であれば、その納付税額は2,554万円
という差異がある。これをまとめれば、次表のとおりである。
非上場株式の納税猶予制度 農地の納税猶予制度
事業承継者
相続税額 34,600,000円 43,660,000円
内訳
納付税額 19,680,000円 9,360,000円
猶予税額 14,920,000円 34,300,000円
非事業承継者 納付相続税額 34,600,000円 25,540,000円
　相続税に法定相続分課税方式を採用している限り、取得財産価額が同額
であっても遺産の総額や法定相続人の数が異なれば、負担税額も異なると
いう問題は避けられない。しかしながら、ここで比較したのは、取得財産
価額が同額であるばかりでなく、遺産総額も法定相続人数もまったく同一
という例である。その場合であっても、上表のような差異があるのは、ど
うみても不均衡であり、水平的公平が損なわれているといわざるをえな
い。農地に係る財産権が法的に規制されていること、また、わが国の食料
供給を支えているという農業の特殊性を考慮し、農業経営の収益性が低い
という実態を勘案しても、とりわけ農業相続人以外の者の税をこれほどま
でに優遇する理論的根拠は見出しがたいであろう。
　要するに、前述した相続税の法定相続分課税方式における問題点を事業
承継税制がより一層深刻化させたということである。相続税の課税方式を
相続人ごとに課税する遺産取得課税方式に改めるか、そうでなければ、中
小企業の事業承継税制において、せめて納税猶予税額の計算を累進税率の
上積み税率で行うなど、制度間で均衡のとれたものに設計し直す必要があ
る。
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3 ．小規模宅地等の特例と非上場株式の納税猶予制度
　小規模宅地等の特例の創設及び改正の経緯は前述したとおりであるが、
この制度については、次のような問題点が指摘されている
（19）
。
　①　特例の対象となった宅地等について、相続税の申告後短期間で売却
ができる。
　②　債務を利用した節税の余地がある。
　③　事業を承継する者以外の者の税負担を軽減している。
　このうち①は、相続税の申告期限（相続開始の日の翌日から10か月経過
日）まで事業を継続すれば、特例を認めていることに基因する問題であ
る。また②は、借入金で宅地を取得し、その宅地の課税額を80％減額す
ると同時に、相続税の課税価格の計算において借入金はその全額について
債務控除が可能であることから生じる問題である。さらに③は、この特例
が課税価格からの減額という方式によっており、かつ、法定相続分課税方
式という現行の相続税の課税方式から必然的に生じる問題である。
　ただ、納税者からみれば、地価高騰時に小規模宅地等の特例が果たした
税負担の軽減効果は計り知れなく大きい。とりわけ都市部においては、地
方との間での基礎控除の調整的役割（単位面積当たりの地価の高い都市部で
は、この減額措置により実質的には相続税の基礎控除額の引上げ効果が生じる）
を担っていたとみることができる。
　しかしながら、この特例措置が個人事業者に対する事業承継税制である
（19）　平成18年度会計検査院報告は、相続税の申告期限を経過した直後に宅地等を譲
渡している例があるため、現行制度に不備がある場合には、その整備をすべき旨を
指摘している。また、与党の「平成31年度税制改正大綱」（平成30年12月14日） 6
頁は、「本特例については、相続後短期間で資産売却が可能であること、債務控除
の併用等による節税の余地があること、事業を承継する者以外の相続人の税額に効
果が及ぶことなどの課題があることを踏まえ、事業承継の支援という制度趣旨を徹
底し、制度の濫用を防止する観点から、同様の課題を有する貸付事業用の小規模宅
地特例とあわせて、引き続き検討を行っていく。」としている。
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とすれば、非上場株式の納税猶予制度との間での開差があまりにも大き
い。課税価格からの減額方式と納税猶予という基本的仕組みの異なるもの
を比較してもそれほど意味のあることではないが、前述した計算例（相続
人が子Aと子 Bの 2 人、遺産総額 3 億円で、うち 1 億円の財産が特例対象財
産）において、事業承継者である子Aが取得した 1 億円が特定事業用宅
地等（400㎡）の評価額であるとすれば、非上場株式の納税猶予と比較し
て、次のような結果になる。
非上場株式の納税猶予 小規模宅地等の特例
事業承継者（子A）
相続税額 34,600,000円 12,540,000円
内訳
納付税額 19,680,000円 12,540,000円
猶予税額 14,920,000円
非事業承継者（子B） 納付相続税額 34,600,000円 26,860,000円
　このような結果をどうように評価するかはさまざまであろうが、両制度
を同じ事業承継税制という枠内に置くのであれば、相互の均衡を図るべき
である。税額の差異のほか、非上場株式の納税猶予における「事業継続期
間」が 5年間であるのに対し、小規模宅地等の特例におけるそれが10か月
間であることを考慮すれば、両制度の差異は見かけ以上に大きいといわな
ければならない。
おわりに
　現行の制度における事業承継税制とよばれるものについて、いくつかを
取り上げて検討したが、事業の承継者を支援するという政策目的は共通し
ているとしても、制度間で大きな違いが生じている。税制の中立性という
観点からは、どのような事業であっても、平等に取り扱われるべきであ
り、統一した理念をもって制度を構築する必要があると考えられる。
　そして、現行の制度がちぐはぐなものとなっている最大の原因は、現行
事業承継税制の諸問題（小池）　　383
の相続税の課税方式にあると考えられる。富の再分配を目的とする相続税
については、同額の遺産を取得した者は同額の税を負担するという基本的
な視点が重要であることを指摘しておきたい。
〔付記〕私は税理士であり、日頃は中小企業の税務、会計、経営を指導して
いる実務家です。首藤先生とは、10年ほど前に日本税理士会連合会や日本税
務研究センターの研究会でお会いし、その関係でご紹介をいただき大学院法
務研究科で非常勤の講師を務めています。
　首藤先生が租税法の分野で博識であることはいうまでもありませんが、先
生とお話をしていると、研究者としてのみならず、実務の面でも深い見識を
示されます。このため、私のような実務家にとって先生のご意見が貴重であ
り、租税法に関する理論と実務の両面から勉強をさせていただきました。先
生からのご教授に感謝し、今後も実務家の立場で租税法のあり方を研究して
いきたいと思います。あらためて首藤先生にお礼を申し上げます。
